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Ⅰ 事業活動の概況に関する事項 

１. 事業年度末日における主要な事業内容・事業の経過及びその成果 

令和７年度の日本経済は、世界経済の先行きに不透明感が残る中でも、個人消費や設備

投資の増加が経済の回復をけん引して、国内総生産（GDP）の名目成長率は４．２パーセ

ント程度、実質成長率は１．１パーセント程度の上昇が見込まれます。 

 

こうした中、令和７年度の当組合管轄の貨物取扱実績は５，１３３，２８８トンで、  

前年度の貨物取扱実績の１０１．７％となりました。 

主な内訳として、出洲・中央地区の木材では１８，２７９トンで前年度比６５．０％と

なり、鋼材の輸入・内貨の全体では７５，１４２トンで前年度比８９．２％となりました。 

又、その他のプラント貨物等では、１，６０９，２５３トンで前年度比１０４．９％と

なりました。 

市原地区では、内貨スクラップ・鉱滓等の取扱いが３６６，５３０トンで前年度比 

１０８．７％であり、北袖ヶ浦地区では内貨スクラップ、無煙炭の取扱いが 

１０７，６７７トンの前年度比１３３．７％となりました。 

野積場の完成自動車は、輸出車はゼロで、輸入・国内車併せて２３１，９００台取扱い、

台数比較では前年度比９６．２％となりました。 

出洲・中央の上屋とテント倉庫貨物では、１０４，２１１トンを取扱い、前年度比 

８４．３％となりました。 

コンテナ貨物は、輸出入の実入り・空バンの合計では、５８，５６６ＴＥＵを取扱い、

前年度比１０３．４％となりました。 
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続いて、令和７年度における主な事業は、次のとおりです。 

（1） 港湾施設の管理運営等 

① 港湾施設の使用許可申請等 

公共港湾施設の円滑な利用の調整に努めるとともに、港湾施設の使用許可申請及 

び使用料金の収受、支払業務を行いました。 

② 市原地区及び北袖ケ浦地区の港湾施設 

千葉県より市原地区及び北袖ケ浦地区の港湾施設用地の管理を受託し、組合員 

の協力を得て、適正な管理運営を行いました。 

また、北袖ケ浦地区一部貨物においては袖ケ浦市制定の条例に従い適正な事務処 

理を行いました。 

③ 出洲地区臨時シャーシ置場の管理 

千葉県より行政財産用地２丁目７５－１の土地を借用し、シャーシ置場として 

使用・運営するとともに、臨時シャーシ置場の管理業務を受託し、違法駐車の 

解消と埠頭内の安全確保に努めました。 

④ 中央地区臨時駐車場の管理 

千葉県より中央９号の２野積場の一部を臨時駐車場として使用承認を受け、組 

合員と賃貸借業務代行契約を締結して港湾区域内の駐車場の確保に努めました。 

（2） 共同利用事業の実施 

①テント倉庫 

テント倉庫１０棟を共同利用することにより、港湾内貨物の効率的な管理、保 

全を図りました。 

②フォークリフト 

フォークリフト７台を共同利用することにより、港湾内貨物運送の効率化を図 

りました。 

（3） 普通救命講習会の実施 

  ＡＥＤ設置（上屋２か所）に伴い、組合員を対象とした講習会を実施いたしました。 

（4） 保税蔵置場の管理運営 

千葉県より保税蔵置場の管理業務を受託し、組合員の協力を得て保税業務及び適正

な管理運営を遂行しました。 
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また、実務担当者並びに出向社員の能力向上を目的とした研修会を行ないました。 

（5） 千葉中央埠頭コンテナターミナルの管理 

千葉中央埠頭コンテナターミナル運営協議会よりコンテナターミナルの管理業務を 

受託し、施設の適正管理及び有効利用に努めました。 

また、指定保税地域化に向け千葉県と連携し協議を実施しました。 

（6） 港湾管理者への要望 

千葉港（出洲・中央地区）の港湾施設の整備等について要望し、下記事項が実施さ 

れました。 

（ア）出洲１４号・１５号野積場 照明設置の実施。 

（イ）中央７号道路歩道脇 除草及び防草シートの設置の実施。 

（ウ）中央８号道路旧泰正跡地前 樹木剪定の実施。 

（7） 港湾施設等の環境整備  

① 港湾施設及び出洲・中央地区の環境整備のため、組合員の協力を得て、清掃作業

を実施しました。 

② 組合では、下記事項を実施しました。 

（ア）テント倉庫１０棟 消防設備機器点検及び点検修繕の実施。 

（イ）中央９号の２野積場臨時駐車場 除草作業２回の実施。 

（ウ）北袖ケ浦地区 除草作業２回の実施。 

（8） 災害及び防災対策 

台風対策として台風情報の迅速な連絡体制を整備し、特に上屋貨物の保全のために、 

ブルーシート及び土嚢を常備し、豪雨等による対策を講じました。 

（9） 組合活動の広報 

組合の活動を広く周知するため、ホームページを活用し、迅速で正確な情報提供に   

務めました。また、業界紙等に広告を掲載し宣伝に努めました。 

（10） 教育情報費用繰越金の活用 

他港視察等に、参加した組合員に対し、その負担金の一部に教育情報費用繰越金を 

活用しました。 

 

 


